
例②【複合領域型ー横断的テーマー】 

既存の学術分野を超えた基礎科学力、俯瞰力、知を活用する力を身につけ、産・学・官の幅広い分野において、世界を
舞台として、人類社会の持続的発展に貢献し、課題解決を先導する国際的リーダー 

東京大学 フォトンサイエンス・リーディング大学院 
Advanced Leading Graduate Course for Photon Science (ALPS), the University of Tokyo 

■ 養成したい人材像 

■ プログラムの特色 

○優秀な学生の獲得方法 
 安心して博士課程に進学し、研究に専念できる環境を実現する経済的支援 
 
○特色ある教育手法 
 ・複数教員指導体制： 副指導教員による指導 
 ・充実したコースワーク： 先端光関連企業による先端光科学実験実習、 
  知の活用に焦点をあてたインタラクティブな授業など 
 ・学外活動の実践： 海外大学・研究機関への派遣、企業インターンシップ参加、 
  国内外他大学等での共同研究 
 
○産学官の参画内容 
 ・先端光関連企業21社の技術者による実習 
 ・海外企業所属のプログラム担当者による講義 
 ・光科学技術の有識者による外部評価委員会の設置 
 ・学生主導による産学官の大学OB等との交流会の開催 
 
○学位審査の手法 
 本コースのQualifying Examination（QE）、Final Examination（FE）の審査、 
 および、専攻での学位論文審査の2段階の審査による博士学位の質の保証 
 
○産学官へのキャリアパス支援手法 
 キャリア支援オフィスの経験豊富な専門相談員による学生サポート 
 
○学内でのフォロー体制 
 東京大学大学院理学系研究科と工学系研究科を中核として附置研究所が 

 連携し、フォトンサイエンスを横串とした全学的支援のもと、プログラムを推進 

文部科学省説明資料より 
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光科学はすべての科学技術の基盤 
融合的課題解決力を涵養する舞台として最適 

フォトンサイエンス・リーディング大学院 
Advanced Leading Graduate Course for Photon Science (ALPS) 

分野横断 

・理学系研究科物理学専攻 

 大学院重点化：70名→130名 

優秀人材の博士離れ 

資質・能力 

博士進学 

修士で就職する者が増加 

 高度な専門基礎力が 

  社会で活用されない 

・東大工学部卒業生950名中、 

 博士進学率は10％以下 

世界の 
学＆産官へ 

トップ留学生 M D 

資質・能力 

背景とねらい 

東京大学 

大学院改革：博士課程教育リーディングプログラム 

文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム」事業 

人類社会の課題解決に挑むグローバルリーダーの育成 

生命系 化学系物理系

安全安心環 境生命健康

フォトンサイエンスという融合学理

確固たる専門力
領域を越える柔軟な視野と発想力

リーダーシップと実行力

専門基礎の共有化

課題側からの融合

産 グローバル＆オー
プンイノベーション
を先導し、産業力
強化を牽引する
リーダー 

官 科学技術の素養を
活かし、人類社会の
課題解決に向けた
政策をリード 

学 融合分野を開拓
し、新しい知の創
造をリード 

育成する人材イメージ 
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コーディネーション担当 
大槻朋子特任教授 

Class 

海外パートナー企業 

・OFS（米） 
・LIMO（独） 
・米国NEL（米） 

 

知の活用技法の習得 
Practice Open Innovation 

ALPSインキュベーションセンター設置 

産学協働オープンイノベーション実践 

講義・演習 
Team Building 

産業技術の課題に基づくケーススタディ 

・グループ討論 

・プレゼンテーション＆全体討論 

インターンシップ 
Global Experiences & Networking 

・オープンイノベーションを実践する 

グローバル企業の実践現場を経験 

・人脈構築 

①  ②  ③ 

④  ●   

●  ●  ● 

●  ●   

●  ●  ● 

●  ●   

●  ●  ● 

●  ●   

● 

● 

学生： 5名×4グループ程度 

ファシリテーター： 2～3名 

● 

一チーム3ヶ月派遣 

4タームリレーで繋ぐ 

学内連携 
・政策ビジョン研究センター（PARI） 
 - グローバル＆オープンイノベーション 

  を促す社会制度検討 

   科学技術政策・知財制度 

・工学系技術経営戦略学専攻（TMI） 
  -学生交流 

H24年度 パイロットプログラム 

 ・1週間のClass 

 ・3ヶ月のインターンシップ 

H25年度～ 正式開講 

国内産業界 

H24年度 パイロットプログラム： 
特別集中講義イノベーションマネジメント（１単位） 
 
 → 海外パートナー企業へのインターンシップ派遣実施（H25） 
 
H25年度 最先端光科学講義Ⅲ（イノベーションマネジメント）  

(JDS Uniphase Corporation, 

Product Line Manager) 

大阪大学修士卒、日本IBM 勤務を
経て、アリゾナ大学光科学センター
で学位。米国で活躍中。高機能光
ファイバーの光技術応用とその実
用化など 

イノベーションマネジメント講義・海外企業インターンシップ 

グローバルリーダーが
持つべきコミュニケー
ション力は他者を説得
する力、討議力。 

グローバル＆オープンイノベーションに備える技法を実践的に学ぶ 
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オール東大の強みを活かす仕組みが必要 

文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム」事業 

フォトンサイエンス・リーディング大学院 
Advanced Leading Graduate Course for Photon Science (ALPS) （H２３-） 

官 

リーディング 
コース 

実践的課題演習 
・知の活用の技法 
・知財 
・テクノロジートランスファー 
・社会のニーズを知る 

業種の拡大 

産学協働 
プラットフォーム 

（学生と企業人が同じ場所で活動） 

企業人講師 先端光企業 

光企業コンソーシアム 

海外 

産 グローバル＆オープンイノベーションを先導し、 
産業力強化を牽引するリーダー 

官 科学技術の素養を活かし、人類社会の課題 
解決に向けた政策をリード 

学 融合分野を開拓し、新しい知の創造をリード 

育成する人材イメージ 

32 

先端レーザー科学教育研究コンソーシアム 

産学連携による大学院修士教育 

海外長期インターンシップ 
 

○先端光産業技術者による修士課程向け 
 出張実習および講義 
○電通大、慶應大との単位互換 
   ・大学を超えた人的ネットワークの形成 

文科省（H25 ～33年度) 
コヒーレントフォトン技術によるイノベーション拠点 

革新的光技術を駆使し、“ものづくり”から社会を変革する 
“個を活かす持続可能な社会”の実現 
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共有プラット
フォーム 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Cross Functional Teams 

博士研究員 
大学院学生 

大学教員 
企業の技術者・研究者 

政策担当官 

拠点リーダー 

高度 
博士人材 知財 

新産業 

光技術の展開例（出口） 
・エンドユーザーへの付加価値付与 
  車、家屋、医療健康、照明、・・・ 
・社会インフラ 
  エネルギー、環境、通信、 
  高度GPS、・・・ 
・産業技術 
  レーザー加工、 
  オペランド評価技術、・・・ 

マーケット 
ニーズ 

企業群 

社会 

知 技術 
人 

理 工 

科学と社会をつなぐイノベーション拠点 

リーディング大
学院 

 
博士リーダー育成 

最先端施設 

国内連携ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ 

 
産学連携による 
大学院修士教育 

 
・産業界における技術シーズの活用 

・産業界の高度人材のリトレーニングによる異分野展開促進 

・産学協同による、俯瞰力のある博士人材の育成 

全世代の取り込み 

国際連携 

シーズを循環させるプラットフォーム 
イノベーション拠点 
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コヒーレントフォトン技術によるイノベーション拠点 
Innovative center for coherent photon technology (ICCPT) 

 

東京大学・理化学研究所・三菱電機（株）・ギガフォトン（株）・東レ（株） 

文部科学省「革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）」 平成25年度～ 
http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/coi/1340937.htm 

「個を活かす持続可能な社会」 

「コヒーレントフォトン技術による“ものづくり”の質的転換」により実現 

新概念にもとづく “ものづくりの技術と科学”  
• 先端コヒーレントフォトン技術による物質制御 
• 界面での光作用の融合学理 
• 先端評価技術の活用による品質保証技術 
• 個のニーズを検知する科学 

 

人材・技術・知財が循環する中で成長する仕組み 
• 基礎科学と社会の橋渡し（日本モデルの構築） 
• 産業と社会の未来ビジョンによる新しい科学の創成 
• 技術の信頼を支えるための学理（基礎科学研究の新しい道標） 
• イノベーションを牽引する博士人材の育成（全世代とりこみ） 

 

プロジェクトリーダー  
湯本潤司 
(元COO, NEL America Inc.) 

研究リーダー 
五神真  
（東大理） 

大学改革 

卓越研究 

34 



 
・大学改革加速 
  部局横断＆学外連携   

  国際化 

  価値創造の基礎科学 

  高度博士の育成と活用 

・光による生産技術革新 
  ものづくりのパラダイムシフト 

・産学資源の活用 
  人材とシーズ技術の有効活用 

革新的フォトンテクノロジー 
による産業競争力の獲得 

フォトンサイエンス研究機構の設置 

フォトンサイエンス研究機構 

最先端共用設備 

フォトンリング 

オープンイノベーション 
プラットフォーム 

世界トップ研究 
高度博士育成プログラム 

国際市場 
（国内外・産学） 

世界の 
優秀人材 

産業技術課題 
市場ニーズ 

全世代取り込み 
産業界との頭脳循環 

オール東大による異分野連携 

大学改革＠東大 
フォトンサイエンス融合学理 

部局横断連携 

2013年10月 

知の探求から創造・活用へ 

最先端光科学を通して、分野横断の融合科学の創出 
理学からのイノベーション創出 

      文科省（H25 ～33年度) 
      コヒーレントフォトン技術によるイノベーション拠点 
      革新的光技術を駆使し、“ものづくり”から社会を 
      変革する“個を活かす持続可能な社会”の実現 
ICCPT 
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○ 背景 

   課題と産業力強化の為の高度人材育成 

○ イノベーションと大学院改革 

   フォトンサイエンスを活用した我々の取り組み 

○ 大学院の課題と卓越した大学院形成への改革 

   東京大学の取り組み 

○ 研究人材確保の為の人事制度改革の方向性 

   東京大学における人事制度改革の取り組み 

    日本学術会議提言 

    「我が国の研究強力に資する研究人材雇用制度について」 

○ まとめ 

アウトライン 
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・大学院生の質の低下      
・不十分な卓越性と国際性 
・硬直化した学位システム   
・学位未取得の優秀な社会人への対応 
・安定的支援体制の欠如 
・ リーディング大学院の恒久化方策 

○ 大学院改革の方向 

○ 課 題 

・定員の点検見直しと国際化の推進 

・大学院生支援システムの構築 

・修業年数の弾力化 

・附置研究所の研究推進力強化 

・俯瞰力・課題解決力の涵養 

2013/07/03：大学院改革の方向性（五神・吉見） 

  東京大学における大学の課題と改革の方向 

東京大学大学院教育検討会議 
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■ 東京大学の教員数と大学院学生数の推移 

出典：東京大学の概要                                              （文科省作成） 

※大学院学生数は研究生を除く 
  有期雇用の教員数を除く       （人） 

大学院重点化 

教員数 

大学院学生数（修士課程＋博士課程） 
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Ａ君： 週報 2006/08/02(Wed.) - 2006/08/08(Tue.) 

Ｂ君： 週報 2006/08/02(Wed.) - 2006/08/08(Tue.) 

Ｃ君： 週報 2006/08/02(Wed.) - 2006/08/08(Tue.) 

研究室での日々の指導 

週報 
週１回進捗状況を週報に記載 

 トラブル・発見・アドバイス 

Ａ君： 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

Ｂ君： 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

Ｃ君： 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
 

Ｙ君： 
パラ励起子の寿命測定は重要と思います。 
ミシロビッツ先生 も非常に興味をもっていました。 
直接時間分解ではやい成分の時定数を決定するのは難しいと思い 
ますが、縦軸 の情報も使って何か解析できると良いと思います。 
例えば、１０－２０マイクロ秒の成分の信号の時刻ゼロでの外挿値に 
着目して、初期の減衰の温度依存などを議論することはできないで 
しょうか？考えてみてく ださい。低温で非常に長い成分はトラップの 
ように思います。こちらについても、長寿命の成分がどのぐらいの 
温度で消失するの かが評価で きると、束縛エネルギーの見積もりが 
出来ると思います。オランダのグループのスペクトルの情報と比較して 
みるのも良いかもしれません。パラの１ｓー３ｐが評価できると良ですね。 
空間拡散についてもライマンで直接評価できると面白いと思います。 
ルミネッセンス測定では結晶全体に励起が広がることがしばしば 
観測されるようです。マクロな距離のエネルギー輸送を何が担っている 
のか、ポラリトン としての光 なのか、パラ励起子なのか、の解明が 
ポイントとなるでしょう。 
 
・・・・・・・・・・・・・ 
 

Ｙ君： 週報 2006/08/02(Wed.) - 2006/08/08(Tue.) 

個々へのコメントを 

全員に送信 
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資質・能力 

資質・能力 

例：理学系研究科物理学専攻 
  博士進学率80% 

博士進学 

修士で就職する者が増加 
高度な専門基礎力が社
会で活用されない 

大学院重点化： 
83名→152名 

重点化前 

博士進学率50% 

大学院重点化（1991-1997:東大) 

40 

教員一人あたりの院生数は米国に比べかなり多い状況 
定員は適切か？ 

H27概算要求：東京大学理学系研究科は修士定員減へ 



0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

東大修士修了者の博士進学状況の推移 

修士課程修了者数 うち博士課程進学者数 進学率 

進学先は東大の博士課程に限らない  
 

H13進学率 

41.9% 

H23進学率 

25.8% 

H13進学者 

1,017人 

H23進学者 

777人 

博士進学状況の推移（東大全学） 
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（理）物理学専攻 

博士進学状況の推移（東大物理系） 

博士進学者 

進学率 

（工）物理工学専攻 

進学率 

博士進学者 

○ 21世紀COEプログラム（H15 –H19): 強相関物理工学(工）、極限量子系とその対称性(理） 
○ グローバルCOE（H20-H25): 未来を拓く物理科学結集教育研究拠点（理・工） 
○ 博士課程リーディング大学院 
    H23- フォトンサイエンス  
       H24- 統合物質科学リーダー養成プログラム、数物フロンティア 42 



H25年度 
現在の学年 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

D2 M2 D1 D2 D3 

D1 M1 M2 D1 D2 D3 

M2 M1 M2 D1 D2 D3 

M1 M1 M2 D1 D2 D3 

B4 M1 M2 D1 D2 D3 

B3 M1 M2 D1 D2 D3 

B2 M1 M2 D1 D2 D3 

リーディング事業期間 

課 題 

26年度以降のコース採用者に対して、博士課程修
了までの支援ができるか不透明。 

安心して博士課程に進学できるように、プログラム
恒久化の道筋をつけることが急務。 

  対象人数 
月額 

（万円） 
対象月 

年度 
（万円） 

計 
（万円） 

D3 30 20 12 240 7200 
D2 30 20 12 240 7200 
D1 30 20 12 240 7200 
M2 40 20 12 240 9600 
M1 40 20 6 120 4800 

計         36000 

（参考）奨励金必要予算： 3.6億円／年 

リーディング大学院の恒久化問題 
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東京大学大学院教育強化重点３事業 

１．研究倫理教育の強化 

２．恒常的な大学院学生支援システムの構築 

３．修士博士一貫学位プログラム制グローバル大学院 

World-leading Innovative Graduate Study (WINGS) 

東京大学における大学院教育強化プラン 

コースの特徴 

① 修士博士一貫コースとする ④ 学部飛び級入学制度、年限弾力化 

② 奨学金制度、支援制度の充実 ⑤ 修士論文はかさなくても良い 

③ 秋入学主体、国際募集       ⑥  優秀な社会人の博士学位教育 

コースの構想例：部局横断、リーディングプログラム、ディシプリンベース（物理

科学国際コース）、文系強化：B-M一貫性、文系PhDコースの充実 

東京大学大学院教育強化（大学院教育検討会議） 

H26～全学としての取り組みへ 
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（１） 米国方式入学者選抜（理系の場合） ＧＲＥ、エッセイ、推薦書、電話インタビュー 
（２） 学部サマースクールを活用した推薦入試 
（３） 合格者を入学に導く為の方策  見学会などで勧誘、ＭＤ一貫の奨学金など 
（４） 年度ごとの厳密な定員管理は行わない ５年平均で規模を修正 

１ 設置の形態 

部局横断の国際大学院コース 

  複数の専攻を横断してコースを設定。 一つの専攻が複数のコースに関わることもある。 

  一つの専攻に設置する場合もあり。 

  （例：リーディング大学院の発展形、既存ディシプリン尊重型、文系、文理融合型） 
２ コースの特徴 

（１） 修士博士一貫コース  （５年制を基本とし、修了年限は弾力化３年から７年） 

（２） 奨学金制度、支援制度の充実 

（３） 秋入学を主体とする国際募集   

    ４月入学した既存の大学院生のＭ１秋での編入をみとめる。  

（４） 飛び級制度   

    学部４年前半終了後、学部卒業の後直ちに入学できるようにする。 

    ＊学部の短縮修了制度の整備が必要。 

（５） 修士論文は課さなくても良い  

    QEにより博士進学。進学出来ない者は修士論文をまとめ、修士終了。 

（６） QEにパスして就職した者の帰還編入制度。 経過的に優秀な修士修了社会人を受け入れる 

３ アドミッション 

 学部の総合的改革を待ち構える形で進める。 Ｈ２８ 第三期中期計画と同時スタートをめざす。 
リーディング大学院プログラムなどをベースとし、パイロット的コースを理系、文系、融合で数例先行スタート。 

４ 規模  最終的に、現在の大学院修士定員の２０％から３０％をこの制度に移行する    

５ アクションスケジュール 

修士博士一貫学位プログラム制 
国際卓越大学院教育プログラム（構想） 

World-leading Innovative Graduate Study (WINGS) 
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東大大学院博士学位プログラム制拡大導入 

高度博士人材育成強化、国際化の加速を狙いとして、新しいシステムとして、学位取得にむけた
プログラムをベースとする、修士博士一貫の大学院学位プログラム制度を創設する。 
＊学位プログラム制は、サステイナビリティ学で既に実績がある。またリーディング大学院プログラムも学位制
プログラムと見なすことができる。 
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例1:リーディング大学院の発展形 
 フォトンサイエンスリーディングコース  
 （理学系物理学専攻、化学専攻、工学系物理工学専攻などに設定） 
 

例２：既存ディシプリン尊重型 
 物理科学国際コース （理学系研究科、工学系研究科、諸研究所、Kavli IPMUなど） 
 化学国際コース （理学系研究科、工学系研究科、農学生命科学研究科、薬学系研究科など） 
      生命科学国際コース （医学系研究科、薬学系研究科、農学生命科学研究科、理学系研究科、 
 工学系研究科、諸研究所、など） 
  

例３：文系 
      国際日本学コース 
 （総合文化研究科、法学政治学研究科、経済学研究科、人文社会系研究科、社会科学研究所など） 
 

例４：文理融合型 
     デジタル知識学コース（新領域創成科学研究科、情報理工学系研究科、情報学環・情報学府） 



・学部成績(大学院成績) 
 
・TOEFL/IELTS (英語力) 
・GRE(英語、数学=基礎学力)  
・GRE subject(専門科目) 
 
・論文・学会発表・受賞歴 
 
・Statement of Purpose： 
  研究したい内容、モチベーションなどを記述。 
 
・推薦状(三通) 
 
・その他 
  研究室の教授とのコネクション・コンタクト 

国際標準の入り口：米国(理系)大学院の入学の流れ 

1年半前～ 

全国共通試験 

1年前～ キャンパス訪問 

教授とのコンタクト 

推薦状依頼 

Statement of Purpose 
準備 

出願手続き 

（Web/郵送） 

結果通知 

オープンキャンパス 

・見学 

入学手続き開始 

入  学 

12月-1月 

2月-3月 

～4/15 

3月末 

8月-9月 

全て 
米国国外で 
受験可能 

Apply Web ログイン College Net 

（ＭＩＴ） 

47 



恒常的な大学院学生支援システムの構築へ 

現在 
親の負担、奨学金、学振DC、 
期限付きプロジェクト（G-COE、リー ディング大学院） 
大学（部局）支援 
生活費相当（年間１８０万円）を受ける院生は全国で１０％ 

抜本改革の方向性 
大学院教育の受益者は院生本人、自己投資を基本とす
るべき。下記の組み合わせにより安定支援 
○ 教員が獲得する競争的資金 （米国型） 
○ 本人が応募して獲得する（学術振興会DCの充実） 
○ 大学・部局の基盤資金による（間接経費等） 
○ 奨学金融資の拡充 
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○ 背景 

   課題と産業力強化の為の高度人材育成 

○ イノベーションと大学院改革 

   フォトンサイエンスを活用した我々の取り組み 

○ 大学院の課題と卓越した大学院形成への改革 

   東京大学の取り組み 

○ 研究人材確保の為の人事制度改革の方向性 

   東京大学における人事制度改革の取り組み 

    日本学術会議提言 

    「我が国の研究強力に資する研究人材雇用制度について」 

○ まとめ 

アウトライン 
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東京大学における教員人事制度の見直し 

人事制度改革 

○ 年俸制助教の導入  （Ｈ１９．４．１～）   

○ 教授(特例)ポスト  （Ｈ２３．４．１～） 
○ 採用可能数運用の柔軟化 （Ｈ２４．４．１～） 
○ クロス・アポイントメント  （Ｈ２５．４．１～） 
○ 学内クロス・アポイントメント （Ｈ２６．１．１～） 
○ スプリット・アポイントメント （Ｈ２６．４．１～） 
○年俸制を准教授、講師へ拡大 （Ｈ２６．４．１～） 

○ 基盤財源削減下の総人件費抑制：無期雇用教員採用数の削減 
○ 定年延長 
○ 競争的資金による大型プロジェクトによる、研究教育人員の増強 

若手層の安定ポストを直撃 

ポスト管理の弾力化、年俸制導入、混合給与導入により、 
若手世代の安定雇用をはかる 
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東京大学教員人事制度改革のポイント 

○ 卓越した教員の活躍の場をひろげる  
  東京大学に囲い込まず、流動性を加速 
 
○ 優秀な教員の優遇 
 
○ 若手雇用の安定化 
 
○ 多様性の確保（女性研究者、外国人） 
 
○ 東大教員の質の厳正管理 
   教授総ポスト数は厳格に管理 
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クロス・アポイントメント制度 （H25.4.1～） 

・独立行政法人との間で２件 
・国立大学法人との間で１件 
・大学共同利用機関法人との間で１件 
・海外の大学との間で３件 
・私立大学との間で１件  （合計８件） 

本学の卓越した教授が、本学教授の身分の他に他機関の身分を併せ有
して教育研究活動を行うことにより、双方の機関の教育研究基盤が一層
強化されるとともに、世界最高水準の教育研究を維持及び発展させること
かつ若手研究者のポストの確保が目的 

 目 的  

・部局長は部局教授会の了解を得て役員会に申請。役員会は当該教授
の教育研究の実績を踏まえ、上記目的に合致する場合に承認 
・機関同士で勤務割合（エフォート）等を定めた協定書を締結 
・クロス・アポイントメント制度を適用する教授の身分は承継教授と同様 

・エフォートに応じた給与を支給し、人件費差額分は若手研究者のポスト
の確保に充当 

 概 要  

 実 績  

その分野の世界的リーダーである研究者の多くを東京大学が占有するのではなく、
このような余人を持って代え難い有為な人物に活躍の場を与えることが日本全体に
とって有益であるという視点 
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オールジャパンの研究員雇用制度 
 研究員ポスト：例えば一学年あたり400人程度。12000人 

          400人×30年 → 人件費 1200億円 

 勝ち抜け方式：例えば30歳で200人、40歳で100人、50歳で100人採用 

 研究実施機関は研究者が選択（産官学） 

   受け入れ機関は研究施設等の条件を提示し、勧誘 

   研究大学では多数の国家雇用研究員が研究教育に参加。 

   外国人や女性を積極的に登庸  
 

 

期待される効果 
   優秀研究者の雇用の安定化と流動性の両立 

   研究開発インフラを高等教育と基盤研究に有効活用 

   大学院の高度化 

   各機関が優秀な研究者獲得をめざし、自己改革が促進 

若者を惹き付ける魅力ある研究者ポストの創設 
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「日本版CNRS」私案 



まとめー優秀な研究者人材の育成確保にむけて 

卓越した大学院改革 

○ 定員管理の廃止、修業年限の弾力化 

○ 学位プログラム制による高度博士人材育成拠点大学院 

○ 優秀な社会人の博士教育 

○ 大学院生を安定に支援する制度構築 

安定性と流動性を両立させる人事制度改革 

○ 無期雇用へ転換するために大学の財務基盤強化 

○ 年俸制拡大とオールジャパンの研究員雇用制度を整備 

○ 若手テニュアポストの拡充 

○ 産業界の若手・中堅の優秀人材の活用  

○ 女性、外国人の登庸拡大による多様性確保  

大学院教育の抜本見直しによる大学院教育の高度化 

科学技術基本計画４期間の国費投資によって育成した研究人
材資源（３０代、４０代）の活用 
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